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議案第３１号 

   射水市職員の特殊勤務手当に関する条例及び射水市消防職員  

特殊勤務手当支給条例の一部改正について  

 射水市職員の特殊勤務手当に関する条例及び射水市消防職員特殊勤務手当

支給条例の一部を次のように改正する。 

  令和５年６月１２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

   射水市職員の特殊勤務手当に関する条例及び射水市消防職員  

特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例 

 （射水市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第１条 射水市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１７年射水市条例第４

５号）の一部を次のように改正する。  

  附則第３項を次のように改める。 

３ 職員が、特定新型インフルエンザ等（新型インフルエンザ等対策特別措

置法（平成２４年法律第３１号）第２条第１号に規定する新型インフルエ

ンザ等で、当該新型インフルエンザ等に係る射水市新型インフルエンザ等

対策本部が設置されたもの（市長が定めるものに限る。）をいう。）から市

民の生命及び健康を保護するために行われた措置に係る作業であって市

長が定めるものに従事したときは、防疫等作業手当を支給する。この場合

において、別表中感染症予防手当又は病院感染症予防等手当の規定は適用
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しないものとし、当該手当の額は、作業１日につき４，０００円を超えな

い範囲において規則で定める額とする。 

附則第４項を削る。 

（射水市消防職員特殊勤務手当支給条例の一部改正） 

第２条 射水市消防職員特殊勤務手当支給条例（平成１７年射水市条例第１９

６号）の一部を次のように改正する。 

 附則第３項中「及び第４項」を削る。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３２号 

   射水市市税条例の一部改正について 

 射水市市税条例の一部を次のように改正する。 

  令和５年６月１２日 提  出 

                      射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

   射水市市税条例の一部を改正する条例 

射水市市税条例（平成１７年射水市条例第７８号）の一部を次のように改正

する。 

 第３４条の９第２項中「又は」の次に「当該控除することができなかった金 

額のうち法第３１４条の９第２項後段に規定する還付をすべき金額により」を 

加え、「の同項の」を「の前項の」に、「若しくは市民税に充当し」を「、個人  

の市民税若しくは森林環境税を納付し、若しくは納入し」に、「に充当する」  

を「を納付し、若しくは納入する」に改める。  

 第３６条の３の２第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６ 

項とし、同条第４項中「第２項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項とし 

、同条第３項中「前２項」を「第１項及び前項」に改め、同項を同条第４項と 

し、同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条 

第１項の次に次の１項を加える。  

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払者 

 を経由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の
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前年において当該給与支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の

３の２第１項の規定による申告書（その者が当該前年の中途において次項の

規定による申告書を当該給与支払者を経由して提出した場合には、当該前年

の最後に提出した同項の規定による申告書）に記載した事項と異動がないと

きは、給与所得者は、施行規則で定めるところにより、前項又は法第３１７

条の３の２第１項の規定により記載すべき事項に代えて当該異動がない旨

を記載した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を提

出することができる。 

 第３８条の見出し中「方法」を「方法等」に改め、同条第１項中「によって 

」を「により」に改め、同条に次の１項を加える。  

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する場合に  

併せて賦課し、及び徴収する。  

 第４１条中「及び」を「、個人の」に、「の合算額」を「及び森林環境税額  

の合算額」に、「によって」を「により」に改める。  

 第４４条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」  

に改め、「均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含 

む。次項及び第５項において同じ。）」を加え、同条第２項中「においては」を  

「には」に、「によって」を「により」に改め、同条第３項、第５項及び第６ 

項中「によって」を「により」に改める。  

 第４７条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」  

に改め、同条第２項中「通知によって」を「通知により」に、「第１７条の２ 

の規定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金 
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関係過誤納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用するこ 

とができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当す 

る」を「を納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改める。  

第４７条の２第１項中「によって徴収することが」を「により徴収すること 

が」に、「においては」を「には」に改め、「及び均等割額」の次に「（これと

併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この条及び第４７条の５にお

いて同じ。）」を加え、「によって徴収する場合においては」を「により徴収す

る場合には」に、「によって徴収する。」を「により徴収する。」に改め、同項

第２号及び同条第２項中「によって」を「により」に改める。 

 第４７条の６第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「に  

は」に改め、同条第２項中「方法によって」を「方法により」に、「第１７条 

の２の規定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴 

収金関係過誤納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用す 

ることができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充  

当する」を「を納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改める。  

 第８２条第１号エ中「及び」を「、」に改め、「３輪のもの」の次に「及び道 

路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項第１３号 

の６に規定する特定小型原動機付自転車」を加える。  

 附則第１５条の２第４項及び第１６条の２第３項中「１００分の１０」を「 

１００分の３５」に改める。  

   附 則  

 （施行期日）  
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第１条 この条例は、令和５年７月１日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

 (１) 第３４条の９第２項並びに第３８条の見出し及び同条第１項の改正規

定、同条に１項を加える改正規定並びに第４１条、第４４条、第４７条、

第４７条の２及び第４７条の６の改正規定並びに附則第１５条の２第４

項及び附則第１６条の２第３項の改正規定並びに次条第１項並びに附則

第３条第１項（この条例による改正後の射水市市税条例附則第１６条の２

第３項に係る部分に限る。）及び第２項の規定 令和６年１月１日 

 (２) 第３６条の３の２の改正規定及び次条第２項の規定  令和７年１月１ 

  日  

 （市民税に関する経過措置）  

第２条 前条第１号に掲げる規定による改正後の射水市市税条例の規定中個

人の市民税に関する部分は、令和６年度分以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、令和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例に

よる。  

２ 前条第２号に掲げる規定による改正後の射水市市税条例第３６条の３の

２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を受けるべき射水市市税条

例第３６条の３の２第１項に規定する給与（以下この項において「給与」と

いう。）について提出する同条第１項の規定による申告書について適用し、

同日前に支払を受けるべき給与について提出した同項の規定による申告書

については、なお従前の例による。  

 （軽自動車税に関する経過措置）  
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第３条 この条例による改正後の射水市市税条例第８２条第１号エ及び附則

第１６条の２第３項の規定は、令和６年度以後の年度分の軽自動車税の種別

割について適用し、令和５年度分までの軽自動車税の種別割については、な

お従前の例による。 

２ 附則第１条第１号に掲げる規定による改正後の射水市市税条例附則第１

５条の２第４項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日以後 

に取得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能

割について適用し、同日前に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する

軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。  
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議案第３３号 

   射水市印鑑条例の一部改正について 

射水市印鑑条例の一部を次のように改正する。 

令和５年６月１２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市印鑑条例の一部を改正する条例  

射水市印鑑条例（平成１７年射水市条例第１１０号）の一部を次のように改

正する。  

第１７条中「利用者証明用電子証明書」を「個人番号カード用利用者証明用

電子証明書」に改め、「個人番号カード」の次に「又は移動端末設備用利用者

証明用電子証明書（同法第３５条の２第１項に規定する移動端末設備用利用者

証明用電子証明書をいう。）を記録した電磁的記録媒体（同法第８条に規定す

る電磁的記録媒体をいう。）が組み込まれた移動端末設備（同法第１６条の２

第１項に規定する移動端末設備をいう。）」を加える。  

   附 則  

 この条例は、規則で定める日から施行する。  
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議案第３４号  

   射水市営駐車場条例の一部改正について 

射水市営駐車場条例の一部を次のように改正する。 

令和５年６月１２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市営駐車場条例の一部を改正する条例  

射水市営駐車場条例（平成１７年射水市条例第１１４号）の一部を次のよう

に改正する。  

第６条第１項を次のように改める。  

使用者は、別表２に定める使用料を納めなければならない。  

第１５条を第１９条とし、第１４条を第１８条とし、第１３条の次に次の４

条を加える。  

 （指定管理者による管理）  

第１４条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第２４４条の２第３項の規定により、法人その他の団体であって市長が指定

するもの（以下「指定管理者」という。）に駐車場の管理を行わせることが

できる。  

（指定管理者が行う業務の範囲）  

第１５条 前条の規定により指定管理者に駐車場の管理を行わせる場合に、当

該指定管理者が行う業務は、次に掲げる業務とする。  
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 （１） 駐車場の施設及び設備の維持管理に関する業務  

 （２） 駐車場の使用の許可に関する業務  

 （３） 駐車場の使用に係る料金（以下「利用料金」という。）に関する業務  

 （４） 前３号に掲げるもののほか、駐車場の管理に関し市長が必要と認める業  

  務  

２ 前項の場合における第４条、第８条、第９条及び第１３条の規定の適用に

ついては、これらの規定中「市長」とあるのは「指定管理者」とする。  

（指定管理者が行う管理の基準）  

第１６条 指定管理者は、法令、条例その他市長の定めるところに従い、適正

に駐車場の管理を行わなければならない。  

（利用料金）  

第１７条 第１４条の規定により指定管理者に駐車場の管理を行わせること

とした場合において、使用者は、第６条の規定にかかわらず、指定管理者に

利用料金を納めなければならない。  

２ 利用料金は、別表２に定める金額の範囲内において、指定管理者が市長の

承認を受けて定める。  

３ 利用料金は、法第２４４条の２第８項の規定により指定管理者の収入とす

る。  

４ 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者は、第７条の規定を

準用し、利用料金の全部又は一部を還付することができる。この場合におい

て、同条ただし書中「市長」とあるのは「指定管理者」と読み替えるものと

する。  
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   附 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第３５号 

   射水市国民健康保険税条例の一部改正について 

 射水市国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。  

  令和５年６月１２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市国民健康保険税条例の一部を改正する条例  

射水市国民健康保険税条例（平成１７年射水市条例第７９号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第３項ただし書中「２０万円」を「２２万円」に改める。  

第２１条第１項中「２０万円」を「２２万円」に改め、同項第２号中「２８

万５千円」を「２９万円」に改め、同項第３号中「５２万円」を「５３万５千

円」に改める。 

第２１条の２中「第２２条の２」を「第２２条の２第１項」に改める。  

第２２条の２第２項中「その他の特例対象被保険者等であることの事実を証

明する書類」を「又は雇用保険受給資格通知（同令第１９条第３項に規定する

ものをいう。）」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 
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２ この条例による改正後の射水市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度

以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健

康保険税については、なお従前の例による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



14 

議案第３６号 

   射水市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強

化に関する法律第９条第１項の規定に基づく準則を定める条例

の一部改正について 

 射水市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する

法律第９条第１項の規定に基づく準則を定める条例の一部を次のように改正

する。 

  令和５年６月１２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

   射水市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強  

   化に関する法律第９条第１項の規定に基づく準則を定める条例  

   の一部を改正する条例 

 射水市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する

法律第９条第１項の規定に基づく準則を定める条例（平成１９年射水市条例第

３５号）の一部を次のように改正する。  

 第３条の表乙種区域の項区域の範囲の欄中「大江地区」の次に「、寺塚原地

区」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、令和５年３月２４日から適用する。 
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議案第３７号 

   射水市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強  

   化に関する法律の施行に伴う固定資産税の課税免除に関する条  

   例の一部改正について 

射水市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する

法律の施行に伴う固定資産税の課税免除に関する条例の一部を次のように改

正する。 

令和５年６月１２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志   

 

射水市条例第  号 

射水市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強  

化に関する法律の施行に伴う固定資産税の課税免除に関する条  

例の一部を改正する条例  

射水市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する

法律の施行に伴う固定資産税の課税免除に関する条例（平成２０年射水市条例

第６号）の一部を次のように改正する。  

第２条中「令和５年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３８号 

   射水市都市公園条例の一部改正について 

射水市都市公園条例の一部を次のように改正する。 

令和５年６月１２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市都市公園条例の一部を改正する条例  

射水市都市公園条例（平成１７年射水市条例第１８９号）の一部を次のよう

に改正する。  

第３０条中「大島北野河川公園（以下「河川公園」という。）」を「都市公園」

に改める。  

第３１条第１項第１号、第２号及び第４号中「河川公園」を「都市公園」に

改め、同条第２項中「第１１条」の次に「、第１１条の２」を加え、「と読み

替えるもの」を削る。  

第３２条及び第３３条第１項中「河川公園」を「都市公園」に改める。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の射水市都市公園条例第３０条の規定により、都市

公園の管理を指定管理者に行わせる場合において、当該指定管理者が都市公
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園の管理を行うこととされた期間前に第７条第１項の規定によりした許可

又は同条第２項の規定によりなされた申請は、当該指定管理者がした許可又

は当該指定管理者になされた申請とみなす。  



18 

議案第３９号 

   市道路線の認定について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、市道路線

を次のとおり認定する。  

  令和５年６月１２日 提  出  

                  射水市長 夏 野 元 志  

 

認定する路線  

認定路線名  起   点  終   点  

塚原１６０号線  沖塚原  沖塚原  

塚原１６１号線  沖塚原  沖塚原  

戸破２１４１号線  戸破  戸破  

金山３６４号線  浄土寺  浄土寺  

下条１号線  下条  下条  

小島６６号線  小島  小島  
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議案第４０号 

   中太閤山コミュニティセンター改修（建築主体）工事請負契約 

について  

令和５年５月３１日に制限付き一般競争入札に付した中太閤山コミュニテ

ィセンター改修（建築主体）工事について、下記のとおり請負契約を締結する

ため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び射水

市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７

年射水市条例第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。  

記 

１ 契 約 の 目 的  中太閤山コミュニティセンター改修（建築主体）工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  １７０，５００，０００円 

           （うち消費税等 １５，５００，０００円） 

４ 契約の相手方  くみあい建設・髙田建設中太閤山コミュニティセンター

改修（建築主体）工事共同企業体 

           代表者 射水市鷲塚６５番地７ 

               くみあい建設株式会社 

               代表取締役社長 渡邊 竜一  

           構成員 射水市土合１４９０番地 

               髙田建設株式会社 

               代表取締役 髙田 実 

 

令和５年６月１２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第４１号  

射水市衛生センター基幹的設備改良工事請負契約について 

 令和５年５月１７日に制限付き一般競争入札に付した射水市衛生センター

基幹的設備改良工事について、下記のとおり請負契約を締結するため、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び射水市議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年射水市条例

第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。  

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市衛生センター基幹的設備改良工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  １，１１２，１００，０００円 

           （うち消費税等 １０１，１００，０００円） 

４ 契約の相手方  東京都豊島区南池袋１丁目１１番２２号 

           株式会社クリタス 

            代表取締役 鎌田 裕久 

 

  令和５年６月１２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第４２号 

射水市立大門中学校グラウンド改修工事請負契約について 

令和５年５月３１日に制限付き一般競争入札に付した射水市立大門中学校

グラウンド改修工事について、下記のとおり請負契約を締結するため、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び射水市議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年射水市条例

第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。  

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市立大門中学校グラウンド改修工事  

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  １９４，７００，０００円 

           （うち消費税等 １７，７００，０００円） 

４ 契約の相手方  髙田建設・射水工業射水市立大門中学校グラウンド改修

工事共同企業体 

           代表者 射水市土合１４９０番地 

               髙田建設株式会社 

               代表取締役 髙田 実 

           構成員 射水市二口２４８７番地１ 

               射水工業株式会社        

               代表取締役 吉田 寛之 

 

令和５年６月１２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第４３号 

   射水市立中太閤山小学校プール改築（建築主体）工事請負契約 

について 

令和５年５月３１日に制限付き一般競争入札に付した射水市立中太閤山小

学校プール改築（建築主体）工事について、下記のとおり請負契約を締結する

ため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び射水

市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７

年射水市条例第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。  

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市立中太閤山小学校プール改築（建築主体）工

事  

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  ２２９，９００，０００円 

           （うち消費税等 ２０，９００，０００円） 

４ 契約の相手方  永森建設工業・原建設射水市立中太閤山小学校プール改

築（建築主体）工事共同企業体 

           代表者 射水市三ケ３９７３番地 

               永森建設工業株式会社   

               代表取締役 永森 将人 

           構成員 射水市作道２０３５番地４ 

               原建設株式会社 

               代表取締役 原 龍治 

 

令和５年６月１２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第  ４  号  

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議

会において指定されている事項について専決処分したので、同条第２項の規定

によりこれを報告する。  

  令和５年６月１２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  

 

記  

和解及び損害賠償額の決定 

専決処分

番     号  
専決処分年月日  専決処分の内容  

８  令和５年５月１９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  

   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 １４１，４２６円  

２ 和解及び損害賠償の相手方  

   射水市在住１名  

３ 事由  

   除雪車による物損事故  

    発生日 令和５年１月２５日  

    場 所 射水市新片町二丁目地内 
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報告第  ５  号  

   繰越明許費繰越計算書について（一般会計）  

 令和４年度射水市一般会計補正予算（第５号）第２条及び令和４年度射水市

一般会計補正予算（第８号）第２条の繰越明許費は、別紙のとおり繰り越した

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定

により報告する。  

  令和５年６月１２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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26 
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報告第  ６  号  

   繰越明許費繰越計算書について（介護保険事業特別会計）  

 令和４年度射水市介護保険事業特別会計補正予算（第４号）第２条の繰越明

許費は、別紙のとおり繰り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）第１４６条第２項の規定により報告する。  

  令和５年６月１２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第  ７  号  

   事故繰越し繰越計算書について（一般会計）  

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５０条第３項の規定によ

り、令和４年度射水市一般会計事故繰越しについて、別紙のとおり報告する。 

  令和５年６月１２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第  ８  号  

   建設改良費繰越計算書について（水道事業会計）  

 令和４年度射水市水道事業会計予算の建設改良費は、別紙のとおり繰り越し

たので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定

により報告する。  

  令和５年６月１２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第  ９  号  

   建設改良費繰越計算書について（下水道事業会計）  

 令和４年度射水市下水道事業会計予算の建設改良費は、別紙のとおり繰り越

したので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規

定により報告する。  

  令和５年６月１２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第１０号  

   建設改良費繰越計算書について（病院事業会計）  

 令和４年度射水市病院事業会計予算の建設改良費は、別紙のとおり繰り越し

たので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定

により報告する。  

  令和５年６月１２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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